
「重点医師偏在対策支援区域における経済的インセンティブ事業等」
事業概要及び医師少数スポット設定地域について

参考資料



①　診療所の承継・開業支援事業
　○　支援区域において診療所を承継又は開業する場合に、施設・設備整備及び地域への定着に要する費用の支援を行う。
　○　対象事業は令和８年度実施分であるが、診療所の承継・開業の対象時期は、補助区分に記載のとおり。

１. 事業概要（1/4）
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補助区分 補助基準額等
施設整備事業
（承継・開業の対象時期）
   令和７年11月11日以降

診療所の運営に必要な診療部門（診察室､処置室等）等の整備に対する補助 
（基準面積に補助単価を乗じた額の合計額） 
【基準面積】 
  診療部門：無床の場合 160㎡ 
                 有床の場合（５床以下）240㎡、（６床以上）760㎡ 
  診療部門と一体となった医師・看護師住宅 80㎡ 
【補助単価※１㎡あたり】 鉄筋コンクリート：558,000円、ブロック：444,000円、木造：362,000円 
【補助率】 国2/6　県1/6　事業者3/6 

設備整備事業
（承継・開業の対象時期）
   令和７年11月11日以降

診療所の運営に必要な医療機器の整備に対する補助
【基準額】 １か所当たり 16,500千円
【補助率】 国2/6　県1/6　事業者3/6

地域への定着支援事業※1
（承継・開業の対象時期）
　 令和６年12月17日以降 

診療所を承継又は開業する場合の地域への定着に必要な運営費に対する補助（運営赤字の場合に補助対象）
【対象経費】職員基本給、職員諸手当、非常勤職員手当、備品費、消耗品費、材料費、光熱水料、社会保険料 等
【基準額】
　診療日数１～129日：6,200千円 ＋（71千円×実診療日数）
  診療日数130～259日：6,200千円 ＋（77千円×実診療日数）
  診療日数260日以上：6,200千円 ＋（87千円×実診療日数）
　訪問看護による加算額：25,000円 × 訪問看護日数
【補助率】 国4/9　県2/9　事業者3/9

※1　承継又は開業した日から最大３年間の運営費を補助
　　　 例：令和７年４月１日に承継した場合、令和10年３月31日までの運営費が対象であるが、申請年度の運営費を補助するものであるため、
　　　　　　 令和８年度申請の場合は、令和８年４月１日から令和９年３月31日の運営費を補助。



②　医師派遣する派遣元医療機関支援事業
　○　特定機能病院からの医師派遣とは別に、支援区域内の医療機関に医師を新たに派遣する中核病院等に対して、常勤医や代診医等の
　　 医師派遣に要する費用の支援を行う。

２. 事業概要（2/4）
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【事業スキーム】※2

（参考２）※2

（参考１）※2

【対象経費】
　職員基本給、職員諸手当、非常勤職員手当、旅費、社会保険料 等
  ・ 派遣元医療機関において、令和７年度より医師派遣している人数
　（人日換算）が増えた分が補助対象（参考１）。
　・ 増加の判断は、派遣先医療機関毎に行い、派遣の形態は、
　　常勤・非常勤は問わない。
　・ 都道府県域を超える医師派遣を行う場合は、派遣先医療機関が所在する 
    都道府県が派遣元医療機関の開設者へ支援を行う（参考２）。
　・ 特定機能病院からの医師派遣や同一開設者間での医師派遣、
   宿日直を行うための医師派遣は対象外。
  ・ 本事業は、運営赤字の場合に補助対象。
【基準額】
　61,000円 × 延日数
【補助率】
　国2/4　県1/4　事業者1/4 ※2　厚生労働省資料から引用



③　医師の勤務・生活環境改善のための代替医師確保支援事業
　○　支援区域の医療機関において土日祝日の宿日直を行う代替医師確保に要する費用の支援を行う。

３. 事業概要（3/4）
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【事業スキーム】※2
（参考３）※2

【対象経費】
　職員基本給、職員諸手当、非常勤職員手当、諸謝金、旅費、社会保険料
【基準額】
　60,000円 × 延日数（日直、宿直数）
　１医療機関において、申請できるのは「１当直帯あたり１人分まで」。
  フルタイムで日直・宿直を実施していない場合は、勤務時間に応じて回数を按分。
  例：日直が8:00～18:00（10時間）、
        宿直が18:00～翌8:00（14時間）の勤務体系の時
  ・フルタイムで宿日直した場合
  　→ 60,000円×２回＝120,000円
  ・日直分を13:00から行い、宿直はフルタイムで勤務した場合
  　→（60,000円×１回×5H/10H）＋（60,000円×１回）＝90,000円
【補助率】
  国2/6　県1/6　事業者3/6

※2　厚生労働省資料から引用

○　夜間休日診療を行うための、土日祝日の宿日直を行う代替医師（非常勤）が
   対象であり、令和７年度より常勤医の日当直回数が減少した分を対象。
○　②「派遣元医療機関支援事業」を活用している医療機関も対象。
 （例）②でＡ病院（派遣元）からＢ病院（派遣先）に派遣を行っている場合
　　 　　　・Ａ病院が平日の医師派遣を行っているが、
　　　 　　 Ａ病院の土日の代替医師確保は支援対象。
           ・Ｂ病院は平日の医師派遣を受けているが、
            Ａ病院の土日の代替医師確保は支援対象。
           ・Ｂ病院がＡ病院から土日の代替医師を確保している場合でも、
            Ｂ病院は支援対象。
○　なお、代替医師が医療機関から派遣されている場合において、
　 派遣元医療機関が本事業の対象である場合は、対象外（参考３）。
   但し、不足する特定診療科に限定した代替医師を派遣している場合は、
　 対象とすることは可能。
○　本事業は、運営赤字の場合に補助対象。



④　医師の勤務・生活環境改善のための施設整備事業
　○　支援区域の医療機関において宿直室等の施設整備に要する費用の支援を行う。

４. 事業概要（4/4）
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【対象経費】
 宿直室（住居としてのみ使用される医師住宅は対象外）、
 医局、更衣室、浴室等の新築、増築、改築及び改修に要する工事費又は工事請負費
（基準面積に補助単価を乗じた額の合計額）
【基準面積】
　80㎡
【補助単価※１㎡あたり】
  鉄筋コンクリート：558,000円、ブロック：444,000円、木造：362,000円
【補助率】
  国2/6　県1/6　事業者3/6



５. 医師少数スポット（第８次広島県保健医療計画（令和６年３月策定）において設定）
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○　国が示す「医師偏在指標」では、へき地等の地理的要因は反映されないことから、二次保健医療圏よりも小さい単位で、
　 局所的に医師の確保を特に図るべき区域を「医師少数スポット」として定めることができ、設定した地域は、医師少数区域と
   同様に取扱う（医師確保対策を実施）とされている。

　 （厚生労働省見解）
　　 ・　無医地区や島しょ、半島等の医師が少なく医療機関へのアクセスに大きな制限がある地区を想定している。
        市町単位や特定の医療機関を設定することは想定していない。
     ・　無医地区があっても巡回診療が行われているなど、地域の医療ニーズに対して安定して医療が提供されている地域や
       必要な数の医師を確保できている地域を設定することは適切ではない。
     ・　無医地区・準無医地区に該当していない地域でも、継続的な医師の確保が困難である場合であって他の地域の
       医療機関へのアクセスが制限されている地域などについては、必要に応じて医師少数スポットとして設定することが適切である。

○　本県は、上記を踏まえ、「日常生活圏域」を設定単位とし、へき地医療対策の実施地域（過疎地域自立促進特別措置法
   の指定地域・一部を含む）から、次により対象地域を設定する（「離島振興法」のみ適用地域は、多くはへき地診療所や公立
   診療所の設置・運営がなされていることから、選定には考慮しない）。

   　ア   「無医地区」又は「準無医地区」を含む地域であること。
   　イ　地域内（近隣を含む）の医療提供体制を維持するための拠点的な役割を担う医療機関（へき地医療拠点病院、救急
　　　 告示医療機関）が所在する地域であること。但し、医師数や医療施設数が少なく、拠点としての役割が高いことを前提とする。
　   ウ　県内地域間で偏在が大きく、その解消が求められる地域（医師偏在指標下位４圏域）であること。

○　但し、スポット設定の趣旨から、アとウを満たさない場合でもイが該当し、特に必要性が認められる地域は対象に含める。

６. 本県の「医師少数スポット」設定の考え方
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